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これまでの議論における主な意見について①

＜総論等＞
○ 通所介護の目的は自立支援や重度化防止に重きを置くべき。

○ 基本的には本来あるべき自立支援、重度化防止といった目的に沿った形で、そのサー
ビスがきちんと提供されるように報酬改定をきちんとやっていくというのは非常に大事。

○ 介護保険制度の持続可能性や要介護者の自立の促進という観点を考えあわせれば、利
用者の自立支援、重度化防止に向けた機能訓練などを行う事業者に評価を重点化してい
く必要がある。

○ レスパイトなしに家族は介護していけない。どうして利用目的がレスパイトであって
はいけないのか。

○ 通所介護事業所の中には、就労の場の提供や、あるいは進んでいるところでは認知症
の方々が人生の先輩として地域の住民の方々を教育するなど、地域をケアするという機
能を担っているところがあるので、そうした社会参加とか活動参加の機能についてどの
ように評価するのかという視点はあってもいいのではないか。

○ 療養通所介護においては、個別送迎体制強化加算があるが、通所介護でも重度者が非
常に増えているため、同じような加算を考えてもいいのではないか。
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＜機能訓練の強化等＞
○ 自立支援のために通所介護においても機能訓練の強化が必要。機能訓練指導員はPT・OT・ST
のリハ専門職とそれ以外に分ける必要があるが、単に分けるだけではなくて、リハ専門職が医
師と連携して機能訓練を行った場合に評価をすることが考えられる。その上でレスパイトのみ
の通所介護の評価を押さえて、通所介護としての自立支援に向けた取り組みを評価することが
必要ではないか。

○ 通所介護でリハビリ専門職を配置してしっかりとサービスを提供しているところを排除する
ということではなくて、例えば機能訓練の体制あるいは重度化対応をしているところには加算
という形で評価をして、少し事業所を振り分けていくという方向のほうがいいのではないか。

○ 通所介護の役割としては、やはりレスパイト、お預かりという要素も重要であるが、介護保
険のサービスである以上は、生活機能の改善あるいは維持という目的のもとでサービスが提供
されるべきなので、そこのサービス計画や実施状況については、報酬上である程度のメリハリ
をつけていくという方向も大事なのではないか。

○ 質の高い機能訓練を行っているようなところを加算などの形で報酬上評価すべき。

○ 医師との連携も含めて、要するにアウトカム、維持改善ができているのかということが非常
に大事であって、リハビリ専門職がいるということだけで評価をすべきではない。きちんとデ
イケア並みに維持改善というアウトカムができていれば、通所介護でも評価すべき。

○ 日常生活自立度改善の効果が高いサービスであるというならば評価はされていいのではないか。

これまでの議論における主な意見について②
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これまでの議論における主な意見について③

＜外部の通所リハ事業所等のリハビリ専門職との連携による機能訓練の普及＞
○ 機能訓練指導員を外付けでも可能にするとか、規模の小さい事業所でも専門職が関与しや
すい仕組みをつくることが必要ではないか。

○ ただ単に専門職を置いたかどうかではなくて、例えば機能訓練加算に上乗せ加算とし
て、法人内の経営する他の介護サービス事業者や、病院等に従事するOT・PT・STなどが
通所介護事業所の機能訓練指導員に対して直接訓練の指導をする体制を整えた場合の評
価というような加算も考えていいのではないか。

○ 通所介護と訪問介護等を利用している方は、リハビリ専門職のいるようなところ、例
えば訪問リハとか老健施設のショートや通所リハで半年に１回など、定期的に評価を義
務づけて、もし悪化する場合には、すぐにその悪化を食いとめるようなサービスに移行
するというようなインセンティブをぜひ考えるべき。

＜大規模事業所＞
○ 最近、日帰り温泉施設のような超大型通所介護施設が増えてきている気がする。公的
な介護保険サービスとしてはいかがなものかと感じているので、そうした超大型施設は
規制や介護報酬上の抑制を図るべき。

3



これまでの議論における主な意見について④

＜延長加算の充実＞
○ 慎重に検討する必要がある一方で、働き方の改革や子育て・介護をもっとシェアしていく余地が
あり、必ずしも単純に通所介護などの介護保険のサービスを夜まで延ばせばいいというだけではな
いのではないか。

○ 既に現状でも日勤帯の職員は目いっぱい働いていて限界であるというのが実情である。これ以上延長す
るには職員の増員が必要になるが、日勤帯の職員に長時間労働を強いるようなことをすると、今の働き方
改革にも逆行することになるので、そうしたことは行うべきではない。

○ 介護を利用する家族の側も、介護労働者の側も、長時間労働前提といった考え方自体に問題があ
る。

○ 保育所は基本的に毎日利用だと思うが、通所介護は毎日ではなくて、現実的に重度であっても週２～３
回の利用となっている。そうすると利用しない日の仕事と介護の両立の問題というのは必ず残るので、保育
の問題とは少し質が違う。

○ 通所介護を保育と同じラインで一緒に考えるということには違和感があるし、無理がある。

○ 現状では延長加算がほとんど利用されていない中で、延長加算のあり方については、まずはどう
いった理由で延長がなされていないのかや夜間の利用ニーズはどの程度あるのかを慎重に見極めた
上で検討していくべき。

○ 夜間帯を含む延長保育ならぬ延長介護というような考え方の仕組みというのは、家族にしてみれ
ば大変ありがたいこと。
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これまでの議論における主な意見について⑤
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※第146回介護給付費分科会における事業者団体ヒアリングにおいては、公益社団法人 日本理学療法士協会・一般社団法
人 日本作業療法士協会・一般社団法人 日本言語聴覚士協会から、
・「リハビリテーション専門職が配置されていない通所介護事業所等への外付け機能的関与」、
・「通所介護事業所において、リハビリテーション専門職が、個別に機能訓練を実施する等、「自立支援の機能を強化」す
ることを目的とした取り組みを実施した場合の介護報酬上の評価」

について要望があった。

＜通所介護と通所リハビリテーションの役割分担＞
○ 通所リハビリテーションと通常の通所介護との差異をきちんとつけていくべき。

○ 介護保険部会でも役割分担の分かりづらさが指摘されているので、何らかの形ですみ分けができ
るよう、報酬算定要件の見直しなどの検討を進めていくべき。

○ 利用者の視点や、適正利用の観点から、早期にリハビリを行うことで機能回復が見込まれる利用
者については通所リハを行い、機能維持の段階になったら通所介護に移行できるようにする等、通
所介護と通所リハの役割分担を明確にした上で人員や施設基準等を整理していく必要がある。

○ 例えば３時間未満とか３時間～５時間が通所リハで、一方でレスパイトがある通所介護は５～７時間以上
とするような思い切った機能分化も考えていいのではないか。

○ 実際の通所リハの利用者の中には長時間のサービスが必要な中重度の方も多いので、その受け皿
としての役割も考える必要がある。

○ 通所リハでもある程度重度の方はリハビリも必要で、同時にレスパイトも必要という方がいるの
で、機能分化というものを履き違えたような考え方はぜひやめて欲しい。

○ 機能をきれいに分けるということが、地域によっては事業所の選択肢が限られているところもあり難しい。
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外部の通所リハ事業所等のリハビリ専門職との連携による
機能訓練の推進（生活機能向上連携加算の創設）について

○ 現行の個別機能訓練加算は機能訓練指導員を専従で置く必要があり、特に小規模事業所
では、新たな職員を雇用することが困難なために加算を取得できないとの声がある。

○ このような事業所においても質の高い個別機能訓練を行えるようにするための評価を創
設してはどうか。

論点１

○ 自立支援・重度化防止に資する通所介護を推進するため、通所介護事業所の職員と外部
のリハビリテーション専門職が連携して、機能訓練のマネジメントをすることについて評
価してはどうか。

○ 具体的には、

訪問・通所リハビリテーション、リハビリテーションを実施している医療提供施設の理
学療法士・作業療法士・言語聴覚士、医師が、通所介護事業所を訪問し、通所介護事業
所の職員と共同で、アセスメントを行い、個別機能訓練計画を作成すること

リハビリテーション専門職と連携して個別機能訓練計画の進捗状況を定期的に評価し、
必要に応じて計画・訓練内容等の見直しを行うこと

を評価してはどうか。

対応案



通所介護の個別機能訓練加算の届出状況

○ 個別機能訓練加算（Ⅰ）と（Ⅱ）いずれも、小規模事業所ほど加算の届出割合が低い。

○ 加算の届出をしていない理由としては、個別機能訓練加算（Ⅰ）と（Ⅱ）いずれも「機能訓
練指導員を配置することが難しい」ことが７割弱である。

【出典】平成27 年度介護報酬改定の効果検証及び調査研究に係る調査（平成27 年度調査）
（３）リハビリテーションと機能訓練の機能分化とその在り方に関する調査研究事業 7

【個別機能訓練加算の届出状況】 【加算の届出をしていない理由（複数回答）】
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通所介護における他事業所等のリハビリ専門職との連携状況

○ 通所介護事業所における他事業所等のリハビリ専門職（理学療法士、作業療法士、言語聴覚
士）との連携状況は、「連携している」が27.6％。連携の効果も一定程度認められる。
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【出典】平成29年度老人保健事業推進費等補助金
老人保健健康増進等事業
「通所介護に関する調査研究事業」
（中間集計値）



個別機能訓練加算(Ⅰ)（４６単位／日） 個別機能訓練加算(Ⅱ)（５６単位／日）

ニーズ把握・情報収集
通所介護事業所の職員が、居宅を訪問し、ニーズを把握するとともに、利用
者の居宅での生活状況を確認

機能訓練指導員の配置
常勤・専従１名以上配置
(時間帯を通じて配置)

専従１名以上配置
(配置時間の定めはない)

（機能訓練指導員）
理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩
マッサージ指圧師

個別機能訓練計画
(居宅訪問で把握したニーズと居宅での生活状況を参考に)

多職種共同でアセスメントを行い、個別機能訓練計画を作成

機 能 訓 練 項 目

身体機能向上を目的とする複数種類
の機能訓練項目
（座る・立つ、歩く等ができるようになるといっ
た身体機能の向上に関する目標設定）

生活機能向上を目的とする機能訓練
項目
（１人でお風呂に入る等といった生活機能の維
持・向上に関する目標設定が必要）

訓 練 の 対 象 者 人数制限なし ５人程度以下の小集団又は個別

訓 練 の 実 施 者

制限なし
（必ずしも機能訓練指導員が直接実施する必要は
なく、機能訓練指導員の管理の下に別の従事者が
実施した場合でも算定可）

機能訓練指導員が直接実施

進 捗 状 況 の 評 価
上記の過程を３ヶ月に１回以上実施し、
個別機能訓練計画の進捗状況等に応じ、訓練内容の見直し等を行う

※機能訓練指導員が２名配置されていれば、同一日に同一の利用者に対して両加算を算定することも可能。

＜参考＞ 通所介護の個別機能訓練加算
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介護保険におけるリハビリテーション・機能訓練の提供イメージ

老人保健施設等

在宅復帰を目的とした継続
的・短期集中的なリハビリ

急性期・回復期

（医療保険）

生活期（維持期）

（介護保険）

発
症

PT,OT,ST等

医療機関・老人保健施設等

医
療
機
関

退 院

在宅復帰

生活機能低下

自 宅

在宅生活の継続・
機能維持を目的と
したリハビリ

通所リハビリ
集団・個別のリハビリ提供

訪問リハビリ
通所が困難な者に対して
個別のリハビリ提供

＜施設サービス＞ ＜居宅サービス＞

退院・在宅復帰

地域の通いの場
（自治会、サロン）

通所介護、
小多機 等

【卒業後】

役割づくり

【
パ
タ
ー
ン
①
】

医
療
機
関

自 宅

在宅生活の継続・
機能維持を目的と
した機能訓練

退院・在宅復帰

【
パ
タ
ー
ン
②
】

社会参加支援加算

連
携

※赤文字が平成30年度介護報酬改定で対応したい部分
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通所介護、
小多機 等



＜参考＞ 通所系サービスの基本指針等の比較
通所リハ 通所介護 認知症対応型通所介護

サービスを提供
する施設

病院、診療所、介護老人保健施設 （－） （－）

医師の配置 専任の常勤医師１以上 （－） （－）

リ ハ ビ リ テ ー
ションを実施す
る理学療法士・
作業療法士・言
語聴覚士及び
機能訓練指導
員の配置

理学療法士、作業療法士、言語聴覚士
を単位ごとに利用者100人に１名以上
※所要時間１～２時間の通所リハビリ
テーションを行う場合であって、定期的に
適切な研修を修了している看護師、准看
護師、柔道整復師、あん摩マッサージ師
がリハビリテーションを提供する場合は、
これらの者を当該単位におけるリハビリ
テーションの提供に当たる理学療法士等
として計算することができる。

機能訓練指導員 １以上
【指定居宅サービス等の事業の人員、設
備及び運営に関する基準第93条第6項】
機能訓練指導員は、日常生活を営むのに
必要な機能の減退を防止するための訓練
を行う能力を有する者。この「訓練を行う
能力を有する者」とは、理学療法士・作業
療法士・言語聴覚士、看護職員、柔道整
復師又はあん摩マッサージ指圧師の資格
を有する者とする。

機能訓練指導員 １以上
【指定地域密着型サービス等の事業の人
員、設備及び運営に関する基準第42条第
5項】
同左

基本方針

【指定居宅サービス等の事業の人員、設
備及び運営に関する基準第110条】
要介護状態となった場合においても、そ
の利用者が可能な限りその居宅におい
て、その有する能力に応じ自立した日常
生活を営むことができるよう生活機能の
維持又は向上を目指し、理学療法、作業
療法その他必要なリハビリテーションを
行うことにより、利用者の心身の機能の
維持回復を図るものでなければならない。

【指定居宅サービス等の事業の人員、設
備及び運営に関する基準第92条】
要介護状態となった場合においても、そ
の利用者が可能な限りその居宅において、
その有する能力に応じ自立した日常生活
を営むことができるよう生活機能の維持
又は向上を目指し、必要な日常生活上の
世話及び機能訓練を行うことにより、①利
用者の社会的孤立感の解消及び②心身
の機能の維持並びに③利用者の家族の
身体的及び精神的負担の軽減を図るも
のでなければならない。

【指定地域密着型サービス等の事業の人
員、設備及び運営に関する基準第41条】
要介護状態となった場合においても、そ
の認知症である利用者が可能な限りその
居宅において、その有する能力に応じ自
立した日常生活を営むことができるよう生
活機能の維持又は向上を目指し、必要な
日常生活上の世話及び機能訓練を行うこ
とにより、①利用者の社会的孤立感の解
消及び②心身の機能の維持並びに③利
用者の家族の身体的及び精神的負担の
軽減を図るものでなければならない。

事業所数
（H28.3）

７，５１１事業所 ４３，４４０事業所 ３，７１９事業所
11



基本報酬のサービス提供時間区分の見直しについて

○ 通所介護の基本報酬は、２時間ごとの設定としている（３時間以上５時間未満、５時
間以上７時間未満、７時間以上９時間未満）。
※ ２時間以上３時間未満もあるが、心身の状況その他利用者のやむを得ない事情により、長時間のサービス利用が困難な利用者が算定。

○ 事業所の実際のサービス提供時間を見ると、３時間以上５時間未満は「３時間以上３
時間半未満」にピークがあり、５時間以上７時間未満は「６時間以上６時間半未満」
に、７時間以上９時間未満は「７時間以上７時間半未満」にピークがある。

○ このサービス提供時間の実態を踏まえて、現行の基本報酬のサービス提供時間区分を
見直してはどうか。

論点２

○ サービス提供実態を適切に評価する観点から、時間区分を１時間ごとに見直してはど
うか。

対応案

12

３時間以上５時間未満

現行の時間区分

時間区分 評価なし 3～5ｈ 5～7ｈ 7～9h

新時間区分（案）

時間区分 評価なし 3～４ｈ ４～５ｈ 5～６ｈ ６～７ｈ 7～８h ８～９ｈ

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９

１ ２ ３ ４ ５ ６ ７ ８ ９



通
所
介
護
費
（
通
常
規
模
型
）

（１） ３時間以上４
時間未満

要介護１ ●単位
要介護２ ●単位
要介護３ ●単位
要介護４ ●単位
要介護５ ●単位

（２） ４時間以上５
時間未満

要介護１ ●単位
要介護２ ●単位
要介護３ ●単位
要介護４ ●単位
要介護５ ●単位

（３） ５時間以上６
時間未満

要介護１ ●単位
要介護２ ●単位
要介護３ ●単位
要介護４ ●単位
要介護５ ●単位

（４） ６時間以上７
時間未満

要介護１ ●単位
要介護２ ●単位
要介護３ ●単位
要介護４ ●単位
要介護５ ●単位

（５） ７時間以上８
時間未満

要介護１ ●単位
要介護２ ●単位
要介護３ ●単位
要介護４ ●単位
要介護５ ●単位

（６） ８時間以上９
時間未満

要介護１ ●単位
要介護２ ●単位
要介護３ ●単位
要介護４ ●単位
要介護５ ●単位 13

基本報酬のサービス提供時間区分の見直しについて【イメージ】

通
所
介
護
費
（
通
常
規
模
型
）

（１） ３時間以上５
時間未満

要介護１ 380単位
要介護２ 436単位
要介護３ 493単位
要介護４ 548単位
要介護５ 605単位

（２） ５時間以上７
時間未満

要介護１ 572単位
要介護２ 676単位
要介護３ 780単位
要介護４ 884単位
要介護５ 988単位

（３） ７時間以上９
時間未満

要介護１ 656単位
要介護２ 775単位
要介護３ 898単位
要介護４ 1,021単位
要介護５ 1,144単位

※通常規模型のイメージであるが、地域密着型、大規模型（Ⅰ）・（Ⅱ）いずれも考え方は同じ。



0.5%

14.3%

1.9%

0.9%

0.3%

2.6%

3.0%

7.3%

4.3%

37.5%

13.5%

9.0%

1.7%

2.9%

0.1%

0.3%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

3時間未満

3時間以上3時間半未満

3時間半以上4時間未満

4時間以上4時間半未満

4時間半以上5時間未満

5時間以上5時間半未満

5時間半以上6時間未満

6時間以上6時間半未満

6時間半以上7時間未満

7時間以上7時間半未満

7時間半以上8時間未満

8時間以上8時間半未満

8時間半以上9時間未満

9時間以上9時間半未満

9時間半以上10時間未満

10時間以上

n=1769

通所介護のサービス提供時間

○ 事業所の実際のサービス提供時間を見ると、７時間以上９時間未満は「７時間以上７時
間半未満」にピークがあり、５時間以上７時間未満は「６時間以上６時間半未満」に、３
時間以上５時間未満は「３時間以上３時間半未満」にピークがある。

【出典】平成28年度老人保健事業推進費等補助金老人保健健康増進等事業「通所介護等の今後のあり方に関する調査研究事業」（平成29年３月）

サービス提供時間（平日）

14

３時間以上５時間未満

７時間以上９時間未満

サービス提供開始･終了時間（平日）
開始時間 終了時間

全体 9:33 16:01
３時間以上５時間未満：午前開始 9:03 13:08
３時間以上５時間未満：午後開始 13:28 16:38
５時間以上７時間未満 9:33 15:48
７時間以上９時間未満 9:09 16:32

82.4%

10.7%

5.2%

1.6%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

3時間以上3時間半未満

3時間半以上4時間未満

4時間以上4時間半未満

4時間半以上5時間未満

60.9%

21.8%

14.6%

2.7%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

7時間以上7時間半未満

7時間半以上8時間未満

8時間以上8時間半未満

8時間半以上9時間未満

平均 中央値
6.5時間 7.2時間

15.1%

17.4%

42.4%

25.0%

0.0% 20.0% 40.0% 60.0% 80.0% 100.0%

5時間以上5時間半未満

5時間半以上6時間未満

6時間以上6時間半未満

6時間半以上7時間未満

５時間以上７時間未満

社保審－介護給付費分科会

第141回（H29.6.21） 参考資料３（抜粋）



基本報酬の見直しについて

○ 通所介護の基本報酬は、事業所規模(地域密着型、通常規模型、大規模型（Ⅰ）・
（Ⅱ）)に応じた設定としており、サービス提供１人当たりの管理的経費を考慮し、大規
模型は報酬単価が低く設定されている（通常規模型に比して、大規模型（Ⅰ）は約
２％、大規模型（Ⅱ）は約４％）。

○ 直近の通所介護の経営状況について、規模別に比較すると、規模が大きくなるほど収
支差率も大きくなっている。

○ また、直近の管理的経費の実績を見ると、大規模型におけるサービス提供１人当たり
のコストは、通常規模型と比較して、大規模型（Ⅰ）は約11％、大規模型（Ⅱ）は約
12％低い結果となっている。

○ これらの実態を踏まえて、基本報酬についてどう考えるか。

論点３

○ 基本報酬について、介護事業経営実態調査の結果を踏まえた上で、規模ごとにメリハ
リをつけて見直しを行ってはどうか。

対応案

15



報
酬

区
分地域密着型通所介護費 通常規模型通所介護費 大規模型(Ⅰ)通所介護費 大規模型(Ⅱ)通所介護費

利
用

定
員 18人以下 19人以上

前
年
度
の
平
均

月
延
利
用
者
数

－ 月301人以上750人以内 月751人以上900人以内 月901人以上

所
要
時
間
５
時
間
以
上
７
時
間
未
満

対
通
常
規

模
型
比

約＋12％ － 約▲2％ 約▲4％

○ 通所介護の基本報酬については、収支差率の状況等を踏まえ、スケールメリットを考慮しつつ
全体として事業所の規模の拡大による経営の効率化に向けた努力を損なうことがないように設定
されている。

1,107
単位

990
単位

874
単位

757
単位

641
単位

988
単位

884
単位

780
単位

676
単位

572
単位

971
単位

869
単位

767
単位

665
単位

562
単位

946
単位

846
単位

746
単位

647
単位

547
単位

要介護１ ２ ３ ４ ５ 要介護１ ２ ３ ４ ５ 要介護１ ２ ３ ４ ５ 要介護１ ２ ３ ４ ５

16

通所介護の基本報酬



＜大規模型と通常規模型の管理的経費＞
（サービス提供１人当たりの比較）

通所介護の経営状況とサービス提供１人当たりの管理的経費

通常規模型 大規模型（Ⅰ） 大規模型（Ⅱ）

2,715円 2,405円 2,400円

※ サービス提供１人当たりに要する管理的経費を事
業所規模別で比較すると大規模型（Ⅰ）が11.4％、
大規模型（Ⅱ）が11.6％低い（≒スケールメリット
が働いている）。

○ 通所介護の経営状況について、規模別に比較すると、規模が大きくなるほど収支差率も大きく
なっている。

○ 管理的経費の実績を見ると、大規模型におけるサービス提供１人当たりのコストは、通常規模
型と比較して、大規模型（Ⅰ）は約11％、大規模型（Ⅱ）は約12％低い結果となっている。

17

地域密着型通所介護
（定員18人以下）

通所介護
（定員19人以上）

１月当たり延べ利用者数
（報酬上の区分）

－
（小規模型）

750人以下
（通常規模型）

751～900人
（大規模型（Ⅰ））

901人以上
（大規模型（Ⅱ））

収支差率
※ 収支差率＝税引前利益（収入ー支
出）／収入。括弧内は税引後収支差率。

2.0%（1.6%） 3.4%（3.2%） 7.9%（7.7%） 10.0%（9.5%）

4.9%（4.7%）

4.2%（3.9%）

（出典）厚生労働省「平成29年度介護事業経営実態調査」
＜収支差率＞



18

延長加算の単価の引き上げについて

○ 延長加算（50単位／時間。９時間以上～14時間未満まで）の単価を引き上げることに
ついては、６月21日の本分科会において、以下の意見があった。
介護職員と、働きながら介護をする家族介護者の両方について、働き方改革に逆行す
る可能性があること
夜間帯に対応できる介護人材の確保が困難であること
保育と介護では利用の様態が異なっているため、同列に議論すべきではないこと
※保育は週５日である一方、通所介護は週２～３日
※高齢者は子どもと違い、一人で家にいることも可能

○ また、調査研究によると、利用者家族の延長サービスのニーズは比較的低い。

○ このことを踏まえ、仕事と介護の両立の観点からの通所介護の長時間化のニーズに対
応するため、延長加算の単価を引き上げることについて、どう考えるか。

論点４

○ 単純に延長加算を引き上げることによる長時間サービスへのインセンティブ付けには
懸念を示す意見が多数出たことや、延長ニーズが比較的低いことを踏まえ、慎重に検討
すべきではないか。

対応案



40.4

1.2

7.8
2.0

13.3 12.0

47.3

2.7 3.0

0.0
5.0
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15.0
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25.0
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35.0
40.0
45.0
50.0

通所介護の延長サービスの利用ニーズ等
○ 通所介護利用者のうち、延長サービスを利用していない家族に対し、延長サービスを利用していない理由
を尋ねたところ、「延長サービスを利用する必要がないため」が47.3％。
○ また、延長サービスを利用したいか尋ねたところ、「利用したいと思わない」が79.0％。家族の就労状況別に
見てても傾向は変わらない。

19

（％）

【出典】平成29年度老人保健事業推進費等補助金老人保健健康増進等事業「通所介護に関する調査研究事業」（中間集計値）

【延長サービスを利用していない理由】 【延長サービスのニーズ】
総数＝2,079

家族の就労状況 利用したい
利用したいと
思わない

フルタイム就労 22.6% 77.4%
パートタイム就労 19.9% 80.1%
自営、個人経営 21.4% 78.6%

仕事には就いていない 20.6% 79.4%

（複数回答）

利用したい

利用したいと思わない

総数＝2,015

※３つのグラフ・表とも無回答を除く。

【就労状況別の延長サービスのニーズ】
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１３時間以上１４時間未満 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

１２時間以上１３時間未満 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

１１時間以上１２時間未満 0 0 0 0 0.1 0 0.1 0 0.1 0 0 0 0.1 0 0 0 0 0 0 0 0 0.1 0 0 0 0 0 0 0.1 0 0.30.1 0 0 0 0 0 0.5 0 0 0.2 0 0 0 0 0 0.1 0

１０時間以上１１時間未満 0.1 0 0 0.1 0 0 0.1 0 0.1 0 0 0.10.10.10.1 0 0.20.10.20.10.10.2 0 0.1 0 0.1 0 0.10.10.20.10.1 0 0 0 0 0 0 0 0 0.1 0 0.1 0 0 0 0 0

９時間以上１０時間未満 0.30.10.10.30.10.10.50.10.20.30.10.30.30.40.30.50.40.10.40.30.30.60.10.40.30.20.10.40.41.10.30.30.10.10.10.20.10.10.20.10.20.20.30.20.2 0 0.10.1

７時間以上９時間未満 58 44 60 58 68 74 76 65 75 68 63 67 68 53 65 75 58 64 58 71 58 71 74 69 61 69 61 37 58 48 44 41 76 45 52 57 29 66 51 25 42 73 45 41 56 39 56 57

５時間以上７時間未満 29 40 33 29 24 21 19 27 16 25 26 19 18 26 17 19 34 29 33 20 33 20 14 20 28 21 25 39 27 33 41 51 17 48 39 34 55 24 40 65 46 23 44 49 36 52 36 35

３時間以上５時間未満 12 16 6.5 12 7.25.2 4 7.68.35.9 10 13 13 20 18 4.86.56.26.68.67.88.1 11 10 9.98.7 14 23 14 16 12 6.26.56.68.99.1 15 9.58.99.6 11 4.29.99.67.48.67.47.3

２時間以上３時間未満 0.40.60.50.40.20.30.40.30.50.40.30.40.30.30.10.20.40.71.50.30.90.40.30.20.40.20.30.60.81.52.1 1 0.30.20.50.3 1 0.30.30.10.70.10.70.40.60.40.30.1

0%

10%

20%

30%

40%

50%

60%

70%

80%

90%

100%

２時間以上３時間未満 ３時間以上５時間未満 ５時間以上７時間未満 ７時間以上９時間未満 ９時間以上１０時間未満

１０時間以上１１時間未満 １１時間以上１２時間未満 １２時間以上１３時間未満 １３時間以上１４時間未満

通所介護の提供時間別割合（提供回数ベース）

※数字は全体の提供回数に占めるサービス提供時間ごとの割合。
（出典）厚生労働省「介護給付費等実態調査 平成２８年４月審査分（特別集計）」

（単位：％）

延
長
部
分

20

○ 時間区分の状況については、平成27年度末では、７時間以上９時間未満が58％ 、５時間以上７時間
未満が29％、３時間以上５時間未満が12％となっている。
○ 延長加算については、全回数の約0.4％となっている。

社保審－介護給付費分科会

第141回（H29.6.21） 参考資料３（抜粋）



設備に係る共用の明確化

○ 省令上、設備は通所介護の専用でなければならないものの、利用者へのサービス提供
に支障がない場合は、この限りではないこととしている。一方で、通知上、通所リハビ
リテーションが併設する場合の共用の取扱いのみ記載されており、訪問介護を併設する
場合等の取扱いに疑義が生じていることから、対応が必要ではないか。

論点５

○ 通所介護と訪問介護が併設されている場合に、利用者へのサービス提供に支障がない
場合は、
・基準上両方のサービスに規定がある事務室については、共用が可能
・基準上規定がない玄関、廊下、階段などの設備についても、共用が可能
であることを明確にしてはどうか。

○ その際、併設サービスが訪問介護である場合に限らず、共用が認められない場合(※)を
除き、共用が可能であることを明確にしてはどうか。
※ 例えば、認知症対応型通所介護については、同一時間帯に同一の場所を用いて、一般の通所介護と一体的な形

で実施することは認められていない。

（通所介護と訪問介護の例）

対応案

サービス 通所介護 訪問介護

設備基準
※下線は共用可能な設備

・食堂・機能訓練室：３㎡×利用定員以上
・静養室、相談室、事務室
・消火設備その他非常災害に際して必要な設備

・事務室

21



通所介護における設備に関する規定

○指定居宅サービス等の事業の人員、設備及び運営に関する基準
（平成11年３月31日厚生省令第37号）

（設備及び備品等）
第九十五条 指定通所介護事業所は、食堂、機能訓練室、静養室、相談室及び事務室を有するほか、消
火設備その他の非常災害に際して必要な設備並びに指定通所介護の提供に必要なその他の設備及び備
品等を備えなければならない。
２ 略
３ 第一項に掲げる設備は、専ら当該指定通所介護の事業の用に供するものでなければならない。た
だし、利用者に対する指定通所介護の提供に支障がない場合は、この限りでない。
４ 略

○指定居宅サービス等及び指定介護予防サービス等に関する基準について
（平成11年９月17日老企第25号厚生省老人保健福祉局企画課長通知）

第三 介護サービス
六 通所介護
２ 設備に関する基準（居宅基準第95条）
⑵ 食堂及び機能訓練室
② 指定通所介護の機能訓練室等と、指定通所介護事業所と併設の関係にある医療機関や介護老人
保健施設における指定通所リハビリテーションを行うためのスペースについては、以下の条件に
適合するときは、これらが同一の部屋等であっても差し支えないものとする。
イ 当該部屋等において、指定通所介護の機能訓練室等と指定通所リハビリテーションを行うため
のスペースが明確に区分されていること。
ロ 指定通所介護の機能訓練室等として使用される区分が、指定通所介護の設備基準を満たし、か
つ、指定通所リハビリテーションを行うためのスペースとして使用される区分が、指定通所リハ
ビリテーションの設備基準を満たすこと。 22



通所介護事業所に併設又は隣接するサービスの状況

【出典】平成29年度老人保健事業推進費等補助金 老人保健健康増進等事業
「通所介護に関する調査研究事業」（中間集計値）

総数＝720
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○ 通所介護事業所に併設又は隣接するサービスは、居宅介護支援、訪問介護、短期入所生
活介護、介護老人福祉施設が多い。
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※通所介護及び地域密着型通所介護を除く。



参考資料
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通所介護サービスを提供するために必要な職員・設備等は次のとおり

○ 人員基準

○ 設備基準

通所介護の概要・基準

通所介護の事業は、要介護状態となった場合においても、その利用者が可能な限りその居宅におい
て、その有する能力に応じ自立した日常生活を営むことができるよう生活機能の維持又は向上を目指
し、必要な日常生活上の世話及び機能訓練を行うことにより、利用者の社会的孤立感の解消及び心身
の機能の維持並びに利用者の家族の身体的及び精神的負担の軽減を図るものでなければならない。

基本方針

必要となる人員・設備等

生活相談員（社会福祉士等）
事業所ごとにサービス提供時間に応じて専従で１以上
（※生活相談員の勤務時間数としてサービス担当者会議、地域ケア会議等も含めることが可能。）

看護職員（看護師・准看護師）
単位ごとに専従で１以上
（※通所介護の提供時間帯を通じて専従する必要はなく、訪問看護ステーション等との連携も可能。）

介護職員

① 単位ごとにサービス提供時間に応じて専従で次の数以上（常勤換算方式）
ア 利用者の数が１５人まで １以上
イ 利用者の数が１５人を超す場合 アの数に利用者の数が１増すごとに０．２を加えた数以
上

② 単位ごとに常時１名配置されること
③ ①の数及び②の条件を満たす場合は、当該事業所の他の単位における介護職員として従事す
ることができる

機能訓練指導員 １以上（理学療法士・作業療法士・言語聴覚士、看護職員、柔道整復師又はあん摩マッサージ指圧師）

生活相談員又は介護職員のうち１人以上は常勤

※定員10名以下の地域密着型通所介護事業所の場合は看護職員又は介護職員のいずれか１名の配置で可

食堂
それぞれ必要な面積を有するものとし、その合計した面積が利用定員×3.0㎡以上

機能訓練室

相談室 相談の内容が漏えいしないよう配慮されている 25
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地域密着型（小規模型）
(利用定員18名以下)

通常規模型
（利用定員19名以上）

(延べ利用者数 月300超～750人以下)

５
時
間
以
上
７
時
間
未
満

７
時
間
以
上
９
時
間
未
満

サービス提供時間、利用者の要介護度及び
事業所規模に応じた基本サービス費（例）

利用者の状態に応じたサービス提供や
事業所の体制に対する加算・減算

※ 加算・減算は主なものを記載

1,107
単位

990
単位

874
単位

757
単位

641
単位

入浴介助を行った場合
（50単位）

中重度者の受入体制
（45単位）

個別機能訓練の実施
（46単位、56単位）

介護職員処遇改善加算介護福祉士や3年以上勤務者を一定
割合以上配置（ｻｰﾋﾞｽ提供体制強化加算）

認知症高齢者の受入
（60単位）

定員を超えた利用や人員配
置基準に違反

（▲30％）

事情により、２～３時間の利用
の場合
（３～５時間の単位から ▲30％）

1,281
単位

1,144
単位1,006

単位
868
単位735

単位

要介護１ ２ ３ ４ ５ 要介護１ ２ ３ ４ ５

1,144
単位1,021

単位898
単位

775
単位

656
単位

988
単位

884
単位

780
単位

676
単位572

単位

同一建物減算
（▲94単位）

送迎を行わない場合
（▲47単位）

栄養状態の改善のための計画的な栄
養管理、口腔機能向上への計画的な
取組

（150単位）

延長サービス（９時間以上～
最大14時間まで）の実施

（50単位～250単位）

通所介護の報酬

・介護福祉士５割以上：18単位
・介護福祉士４割以上：12単位
・勤続年数３年以上３割以上：6単位

・加算Ⅰ：5.9％
・加算Ⅱ：4.3％
・加算Ⅲ：2.3％
・加算Ⅳ：加算Ⅲ×0.9
・加算Ⅴ：加算Ⅲ×0.8

※点線枠の加算は区分支給限度額の枠外

要介護１ ２ ３ ４ ５ 要介護１ ２ ３ ４ ５

※１：サービス提供時間には、その他、３時間以上５時間未満がある（２時間以上３
時間未満もあるが、心身の状況その他利用者のやむを得ない事情により、長
時間のサービス利用が困難である利用者に実施）。

※２：事業所規模には、その他、前年度の平均利用延人員数が９００人／月以内の
大規模型（Ⅰ）と９０１人／月以上の大規模型（Ⅱ）がある。

※３：サービス提供時間には、送迎の時間は含まれない。



通所介護の基本サービス費

事業所規模

サービス提供時間

地域密着型
通所介護
（定員18人以下）

通所介護
（定員19人以上）

（小規模型） 通常規模型
（月延べ利用者数

750人以下）

大規模型（Ⅰ）
（月延べ利用者数
751～900人以下）

大規模型（Ⅱ）
（月延べ利用者数

901人以上）

（１） ３時間以上５時間未満 要介護１ 426単位 380単位 374単位 364単位
要介護２ 488単位 436単位 429単位 417単位
要介護３ 552単位 493単位 485単位 472単位
要介護４ 614単位 548単位 539単位 524単位
要介護５ 678単位 605単位 595単位 579単位

（２） ５時間以上７時間未満 要介護１ 641単位 572単位 562単位 547単位
要介護２ 757単位 676単位 665単位 647単位
要介護３ 874単位 780単位 767単位 746単位
要介護４ 990単位 884単位 869単位 846単位
要介護５ 1,107単位 988単位 971単位 946単位

（３） ７時間以上９時間未満 要介護１ 735単位 656単位 645単位 628単位
要介護２ 868単位 775単位 762単位 742単位
要介護３ 1,006単位 898単位 883単位 859単位
要介護４ 1,144単位 1,021単位 1,004単位 977単位
要介護５ 1,281単位 1,144単位 1,125単位 1,095単位
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注） 各年度の請求事業所数の値は、介護給付費実態調査を用いて、各年度の３月サービス分（４月審査分）の値としている（つまり、各年度末の値を記載している）。

9,726 11,429 
13,817 

16,771 
19,754 

12,500 13,040 13,973 14,552 15,329 16,534 17,490 17,978 18,796 19,677 

8,248 9,106 9,671 11,058 12,725 
15,036 

17,963 21,218 23,590 23,763 
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年度

H20
年度

H21
年度

H22
年度

H23
年度

H24
年度

H25
年度

H26
年度

H27
年度

請求事業所数

小規模以外 小規模

39,196

※前年度の１月当たりの平均利用延人員数・・・３００人以内：小規模 ７５０人以内：通常規模 ９００人以内：大規模Ⅰ ９０１人以上：大規模Ⅱ

35,453

20,748 22,146 23,644 25,610 28,054
31,570

通所介護の事業所数

42,386

55.6% 39.8% 2.8% 1.9%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

事業所規模別にみた事業所数の割合（平成28年3月時点）

小規模 通常規模 大規模Ⅰ 大規模Ⅱ

43,440

○ 平成13年度末と比べ、請求事業所数は、約4.5倍（9,726か所→43,440か所）に増加した。

○ 特に小規模型事業所の増加率が高くなっているが、直近の平成26年度から平成27年度にかけてはほ
ぼ横ばいである。

小規模型事業所： 8,248事業所（H18年度） → 23,763事業所（H27年度）（約３倍）
通所介護全体 ：20,748事業所（H18年度） → 43,440事業所（H27年度）（約２倍）
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注） 各年度の受給者数の値は、介護給付費実態調査を用いて、各年度の３月サービス分（４月審査分）の値としている（つまり、各年度末の値を記載している）。

○ 平成２７年度末現在、通所介護の利用者は、約１９０万人（平成１３年度末の約２.９倍）で、介護
サービス（介護予防含む）利用者全体の概ね３人に１人が利用している。

（参考）平成２８年４月審査分 介護予防・介護サービス受給者数 ５１７．５万人（厚生労働省「介護給付費実態調査」）

65.1 75.1 86.4 94.8 103.2 
82.2 83.8 89.1 96.1 102.8 110.6 118.1 126.3 133.9 140.2 

24.9 29.5 31.8 33.0 34.6 
37.8 

41.9 
46.3 

50.9 50.1 
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H22
年度

H23
年度

H24
年度

H25
年度

H26
年度

H27
年度

利用者数 通所介護 介護予防

148.4
160.0 

172.6 
184.8 190.3 

（単位：万人）

107.1 113.3
120.9 129.1

137.4

30.9% 56.4% 6.5% 6.2%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

事業所規模別にみた利用者数の割合（平成28年3月時点）

小規模 通常規模 大規模Ⅰ 大規模Ⅱ

※前年度の１月当たりの平均利用延人員数・・・３００人以内：小規模 ７５０人以内：通常規模 ９００人以内：大規模Ⅰ ９０１人以上：大規模Ⅱ

通所介護の利用者数
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○ 平成２７年度の通所介護（介護予防サービスを含む）の費用額は約１．７兆円（平成１３年度の約
４.４倍）で、平成２７年度費用額累計約９.５兆円の約１７.５％を占める。

○ 近年は、毎年約１，０００億円ずつ増加していたが、直近の平成２６年度から２７年度にかけては
約４００億円に鈍化している。

注） 各年度の費用額の値は、介護給付費実態調査の５月審査（４月サービス）分から翌年の４月審査（３月サービス）分までの合計である。

3,784 4,864 
5,912 

6,979 7,844 7,298 7,594 8,261 9,089 10,007 
11,028 

12,137 
13,191 
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〈単位：億円〉
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11,500

通所介護の費用額

15,096
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通所介護サービスについて

【改革の方向性】（案）
○ 通所介護について機能訓練などの自立支援・重度化防止に向けた質の高いサービス提供がほとんど行われていないような場合
には、事業所の規模にかかわらず、基本報酬の減算措置も含めた介護報酬の適正化を図るべき。

出所：厚生労働省「平成27年度介護給付費等実態調査」、「介護保険総合データベース（平成27年10月審査分）」

通所介護の事業所規模別比較

個別機能訓練加算取得事業所率※ １回当たり単位数
【平成27年度実績】
（１単位≒10円）加算Ⅰ 加算Ⅱ

小規模 12.7％ 26.7％ 783単位

通常規模 22.2％ 32.7％ 754単位

大規模Ⅰ 40.3% 41.3% 763単位

大規模Ⅱ 55.8% 42.5% 735単位

※ 「介護保険総合データベース（平成27年10月審査分）」から抽出した給付データを
基に、同月中に1回でも加算を取得している事業所は、「加算取得事業所」と計上。

（単位）
※１単位≒10円【通所介護の機能訓練による効果等】

（出典）平成29年6月21日 介護給付費分科会資料

【論点】
○ 通所介護サービスを提供する事業所のうち、個別機能訓練加算※１を取得し、リハ職（PT・OT・STなど）の配置を行っている
事業所については、他の事業所と比べて、利用者の日常生活自立度の改善・維持率が高くなっている。

○ 一方で、事業所の規模が小さいほど、個別機能訓練加算の取得率が低くなる一方で、サービス提供１回当たりの単位数は高く
なる傾向にあり※２、規模が小さい事業所に通う利用者にとっては、機能訓練などの質の高いサービスを受ける割合が低いにも
かかわらず、高い費用を支払う結果となっている。
※１ 個別機能訓練加算（Ⅰ）46単位/日：生活意欲が増進されるよう、利用者による訓練項目の選択を援助。身体機能への働きかけを中心に行うもの。

個別機能訓練加算（Ⅱ）56単位/日：生活機能の維持・向上に関する目標（１人で入浴できるようになりたい等）を設定。生活機能にバランスよく働きかけるもの。

※２ 規模が小さいほど、サービス提供１回当たりの管理的経費が高いことが考慮され、基本報酬が高く設定されていることが要因と考えられる。

平成29年10月25日
財政制度等審議会
財政制度分科会 提出資料
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